




 
横浜市資源集団回収資源回収業者奨励金交付制度における 

不正事業者の計量証明事業の登録実態について 
 
・ 当該制度における奨励金の申請者は、古紙回収業者及び町内会の双方である。

古紙回収業者の場合は貨物である古紙を古紙問屋に売却する際、古紙問屋の

はかりで質量を測定し、売却代金及び取引の証拠となる計量票を古紙問屋か

ら受け取り、その原本を奨励金申請書とともに横浜市に提出することにより、

奨励金を受け取ることができる制度になっている。 
・ 架空の計量票を発行した被疑者は古紙問屋の支店長であった。当該事業者は

計量証明事業の登録をしていない。この事例では、横浜市と古紙問屋に委託

契約がないが、仮に古紙問屋が自治体と委託契約を結ぶ等、古紙問屋が発行

した計量票が質量の証明として利用される場合は、計量法第１０７条に定め

る「運送、寄託又は売買の目的たる計量証明の事業」にあたり計量証明事業

登録が必要ではないかとの疑義がある。 
・ なお、計量証明事業者ではない取引又は証明にはかりを使用する者は、定期

検査を受ける必要があるが、当該古紙問屋支店は、横浜市が行う質量計の定

期検査を受検している。 
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